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桃山学院大学のホームページ1) には, ｢‘世界の市民’を養成する (Fostering citizens of the




への積極的な貢献こそが, 本学に求められる重要な使命 (ミッション) であると考えていま




学生に必要なリテラシー能力の研究｣ (08共191) (代表：辻洋一郎准教授) の‘図書館と学
生のリテラシー’をテーマとする第１分科会 (メンバーは辻洋一郎・志保田務・山本順一・




学校教育法 (昭和22年３月31日法律第26号) を眺めるところからはじめたい｡ この国の
‘大学はかくあるべし’との規範的な大学像は,‘第９章 大学’(83条～114条) の諸規定
の説くところである｡ ９章の冒頭に置かれる83条には, その１項に ｢大学は, 学術の中心と
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1) (http: //www.andrew.ac.jp / info / ideology.php)






して, 広く知識を授けるとともに, 深く専門の学芸を教授研究し, 知的, 道徳的及び応用的
能力を展開させることを目的とする｣ とうたい, ２項には ｢大学は, その目的を実現するた
めの教育研究を行い, その成果を広く社会に提供することにより, 社会の発展に寄与するも
のとする｣ とある｡ 大学が‘広く知識を授ける’対象は, まずは当然に‘学生’である｡
‘学術の中心’である大学コミュニティに‘学生’として加入してくるものについては, 90
条が原則として ｢高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者若しくは通常の課程による12








き抜け, 18歳人口を主体とはしつつも, 高齢者までをもマーケットに含み, 全日制の通学型
大学や郵便を利用した通信教育部にもとどまらず, インターネットを利用した遠隔教育をも
含む姿に変貌しつつあり, ますますその様相を深め, 高等教育の進学率が50パーセントを優






業団私学経営情報センターが公表した ｢平成21 (2009) 年度私立大学・短期大学等入学志願
動向｣3) を見ると, この国の私立大学という産業は基本的に立地に大きく依存する｡ 東京・
埼玉といった日本の人口と社会経済的資源の多くを蓄積する首都圏, そして巨大な製造業を
擁する愛知を含む中部圏, さらには大阪を中心とする関西圏, 加えて札幌, 仙台, 福岡とい
った大きな後背人口をもつ大都市圏に位置する大学は比較的マーケットに恵まれており, 存
立の基盤を脅かされる私立大学は相対的に少ない｡ 私立大学も経営体である以上, スケール
メリットは働き, 一般にある程度規模が大きくなるほど経営効率が高まる｡ また, 資力と知
名度が志願者をひきつけ, ブランド力が高まる｡
2009 (平成21) 年度の学校基本統計4) によれば, 日本の４年制大学はもっぱら通信教育だ
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3) (http : //www.shigaku.go.jp / files / shigandoukou21.pdf)
4) 学校基本調査―平成21年度 (確定値) 結果の概要 (高等教育機関) (http: //www.mext.go.jp / b_menu /
toukei / chousa01 /kihon /kekka /k_detail /__icsFiles / afieldfile /2009 /12 /18 /1288104_2.pdf)
けを行うところを除き, 773校 (国立86, 公立92, 私立595) を数える｡ 私立大学が全体の77








るほか, 届出設置については, 既存の17大学に25学部, 25大学29学部に47学科が新増設され
た｡ 行政処分にかかる認可申請については, 既存の14大学に16学部, ６大学６学部に６学科
が増設されそうな勢いにある5)｡












就職内定状況調査 (2009年12月11日現在)6) では, 大学の就職内定率は73.1％で, 前年同期
を7.4ポイント下回る｡ 男女別にみると, 男子は73.0％ (前年同期を7.4ポイント下回る), 女







5) ｢2010年度 大学・短大新増設一覧 (６月末現在までの発表分)：公私立９大学が新設予定, ５大学
が募集停止！｣ (http: // passnavi.evidus.com/ teachers / topics /0907 /0702.pdf)
6) (http: //www.mhlw.go.jp / stf / houdou /2r98520000003qgu-att / 2r98520000003qld.pdf)












して, 2009 (平成21) 年７月に公表された ｢高等学校学習指導要領解説総則編｣ をのぞくと,
冒頭で‘21世紀’という時代を ｢新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会
のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す, いわゆる‘知識基盤社会’の
時代｣ と定義したうえで, ｢確かな学力, 豊かな心, 健やかな体の調和を重視する ｢生きる
力｣ をはぐくむことがますます重要になっている｣ (p. 1) と述べる｡ また, ｢基礎・基本を
確実に身に付け, いかに社会が変化しようと, 自ら課題を見つけ自ら学び, 自ら考え, 主体
的に判断し, 行動し, よりよく問題を解決する資質や能力, 自らを律しつつ, 他人とともに
協調し, 他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性, たくましく生きるための健康














7) (http: //www.shigaku.go.jp / s_center_saisei.pdf)
8) (http: //www.mext.go.jp / a_menu /shotou /new-cs / index.htm) accessed on April 2, 2010.
9) (http: //www.mext.go.jp / a_menu /shotou /new-cs /pamphlet / index.htm)
10) (http: //www.mext.go.jp / a_menu /shotou /gakuryoku / index.htm)
や‘思考力・判断力・表現力など’を含めた幅広い学力｣ を指している｡ 1998 (平成10) 年
度に学習指導要領にもとづき新設された‘総合的な学習の時間’も, 情報リテラシー教育の
意味合いをもつ, 2003 (平成15) 年度に高校に新設された教科 ｢情報｣ も‘生きる力’‘確
かな学力’を育成する戦略的な位置を担うものであった｡ とくに,‘確かな学力’といった
ときには, OECDの学力到達度調査 (PISA) における思わしくない結果を意識し, その改
善を志向しているはずである｡ 学習指導要領において, 頻繁に‘学校図書館’に言及される
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内容として, ｢言語の力をはぐくみます｣ との見出しの下に, ｢社会的な事柄について, 資料
を読み取って解釈し, 考えたことを説明したり, 自分の意見をまとめた上で, お互いに意見
交換をしたりする活動を行います｣ とある｡ すぐに思い浮かぶのは新聞を教材としての教育,
すなわち‘Newspaper in Education’である｡ 関係するホームページには, ｢世界新聞協会
(WAN) の調査によると, NIEは06年４月現在, 世界64か国で実施され, 多くの国で‘民主





いうことが少なくなく, 動機は違ってもやはり NIE教育を行っているわけである｡ しかる
に, 2009年10月現在, ヤフー・ニュースは月間の閲覧数を示すページビューが45億ページで
毎秒1,700ページを数え, サイト単位にアクセス人口を数えると6,970万人にのぼる13)｡ ここ
で示されているのは, ヤフー・ジャパンの数字なので, 学生に限らず, 社会人の多くも新聞
を読む代わりにネットニュースを利用していることがわかる｡ ネットニュースはただ編集す
るだけの加工作業であるから, おおもとの新聞社や通信社の提供する報道情報を提供するだ
けにすぎない｡ しかし, このネットニュースには関係する情報にリンクが張られている｡ 言
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11) 松森靖夫 ｢新学習指導要領について考える：授業時数の増加は, 理科にとっての“追い風”になる
か｣ (http: //www.gakuto.co.jp /kouhou /high_rika /pdf / rik188-02a.pdf)
12) (http: // nie.jp / info / index.html#02)









附属図書館 (以下 ｢図書館｣ という｡) は, 資料を収集管理し, 本学教職員, 大学院生, 学
生の利用に供するとともに, あわせて広く地域文化の向上に寄与することを目的とする｣ と
ある｡ 研究教育の支援と地域貢献をうたっている｡ 2007年度に実施された大学基準協会に
よる ｢大学評価結果ならびに認証評価結果について｣ には, ｢図書館の地域開放は, キャン
パス移転時の1995 (平成７) 年から開始されており, 貴大学の掲げる教育理念である ｢世界
の市民の養成｣ に対応して, 卒業生はもとより市民に図書館を開放し, 市民と一体化した学
術・研究の地域的拠点を構築しようとしている｡ 学術情報の整備として, 利用者のニーズに
合致した図書館資料を系統的に収集・蓄積し, 図書館ネットワーク化を重視して国立情報研
究所の GeNiiを利用している｡ また, 十分な閲覧スペースを設け, 快適で機能的な環境づく
りが行なわれている｡ 毎年, 利用者サービスの向上を重点課題に掲げ, レファレンス, ガイ
ダンス, 情報検索実習の強化に力を注いでいる｡ そのほか, 専門書・啓蒙書別の‘図書選定





アメリカ研究図書館協会 (Association of College and Research Libraries) は ｢大学図書館




書館は, 程度の差こそあれ, 仮想図書館 (‘cybrary’ と呼ばれることもある｡ cyber＋library
の造語) であるし, 壁なし図書館 (library without wall) の側面を色濃く持っている｡ 上記
声明文に書かれている事情は, 日本の大学図書館, 本学の附属図書館においても変わるとこ
桃山学院大学のリメディアル教育を含む教育サービスの拡充に資する…… 171
14) ｢桃山学院大学に対する大学評価結果ならびに認証評価結果｣ p. 15. (http: //www.andrew.ac.jp /
ninsho_hyouka /pdf /hyouka_kekka.pdf)
15) Larry Hardesty, “Do We Need Academic Libraries? : A Position Paper of the Association of College and
Research Libraries (ACRL)” December 15, 1999 ; Revised January 6, 2000, Revised January 21, 2000
(http: //www.ala.org / ala /mgrps /divs / acrl / publications /whitepapers /doweneedacademic.cfm)
ろはない｡ 先ほど, 学生たちの多く, というよりもほとんどは紙の新聞は見ない｡ PCやケ
ータイのネットニュースで社会の動きを知るという現実を指摘した｡ 学習指導要領に拘束さ
れる教育を受け,‘生きる力’‘確かな学力’を身に付けたはずの本学学生もまた PC, ケー
タイが日常の主要な情報源で, 授業やゼミの最中にもケータイの Yahooや Googleなどのサ









ネットで調べるが９割を超え, 図書館利用は２割, 教員に聞くはゼロであったという｡ 学習
指導要領には頻繁に学校図書館が登場するようになった現在においても, 本学の学生の大半
は, 間違いなく大学入学まで図書館利用法には習熟していない｡ また,‘探究型’学習も十











支援’という項目には ｢学生生活の満足度を調査し, サービス向上策を講じているか｣ ｢中
途退学や留年等を防ぐため, 有効な対策を実施しているか｣ とあり, 大学教育全体の活性化
のためにも, リメディアル教育を面白く, 楽しいものとする必要がある｡ 本来, 大学の講義
は, ｢(学生が) 自分で興味の対象や課題を発見し, 探究するための重要なきっかけを提供し
てくれるもの｣18) であり, 大学教育は生産された既製の知識を伝達することを使命とするの
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16) (http: //www.ala.org / ala /mgrps /divs / acrl / standards / InfoLiteracy-Japanese.pdf)
17) (http: //www.shigaku.go.jp / files / s_center_checklist21-d.pdf)
18) 日本図書館研究会 『新・大学生と図書館』 日本図書館研究会, 2005, p. 3.
であれば, その知識は速やかに陳腐化し, 現実にそぐわないものとなってしまうし, 大学教
育の商品価値は逓減が不可避である｡ ところが, 21世紀の大学教育は学生への知識の伝達と
いうよりは, 情報探索手法を備えた豊かな知的生産能力をもった人材の育成を目的とするは











19) 丸本郁子・椎葉俊子 『大学図書館の利用者教育』 日本図書館協会, 1989, p. 15.
図３ 桃山学院大学附属図書館ホームページ













大学図書館の環境整備, 利用水準の評価などについては, いろいろな基準がある｡ たとえ
ば, ｢アメリカ大学図書館協会 (ACRL) 高等教育機関における図書館基準 (Standards for
Libraries in Higher Education)｣ は原文だけでなく, 日本語訳20) も利用できる｡ しかし, 結
果的には評価を高めることになることは間違いないのであるが, このような基準には大学の
講義と図書館の連携, チームティーチングなどには言及はなく, 一般に能動的な図書館像は




た時期に書かれたものであるが, 現在では, たとえば法情報を取り上げれば, 2008年には法
情報利用の96パーセントがインターネットを利用し (冊子体の法令集や判例集などの利用は
わずか４パーセントにとどまる), しかも商用サイトの利用よりも非営利無償のサイトが優
位21) を占めたと伝えられている｡ 法情報の分野にとどまらず, いまや公的, 公共的サイトの




整備強化に向けて踏み出すとすれば, 大学図書館の物理的, 環境面の整備だけでなく, ライ
ブラリアンの質の向上と量の拡大, 適切な配置が不可欠となる｡
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20) (http: //www.ala.org / ala /mgrps /divs / acrl / standards /highered_ japanese.pdf)
21) 指宿信 『法情報学の世界』 第一法規, 2010, p. 173.
22) 指宿信 『法情報学の世界』 第一法規, 2010, p. 160.
大学教育に期待される情報リテラシー教育について考える際には, ｢高等教育のための情
報リテラシー能力基準｣ (Information Literacy Competency Standards for Higher Educa-
tion)23) が有益である｡ そこには, ｢すべてのプログラムとサービスにおいて, また大学の経
営体の隅々まで, カリキュラムを横断する情報リテラシーを組み入れるためには, 教員, 図
書館員, 経営管理者の協働的な努力が必要である｡ 講義を通して, またディスカッションを
リードすることによって, 教員は学習手段を確立する｡ 教員はまた, 学生に未知の学問分野
を探求するよう啓発し, どのようにすれば情報ニーズを満足させられるかのガイダンスを提



















ている情報センター発行の ｢ユーザーズガイド｣ はコンピュータ・リテラシー, ネットワー
ク・リテラシーに有益で, 重宝している｡ 本稿で示したように, 学生たちに本学図書館が所
蔵する膨大な所蔵資料と利用可能なデータベース, 有益なインターネット情報資源をフル活
用させるためのテキスト, マニュアルの作成が大いに期待される｡ ｢東北大学生のための情
報探索の基礎知識｣ は分野ごとに作成され版を重ねているし, 新潟大学でも ｢情報検索とそ
の活用｣ が発行されており, 少なくない大学でみずからの大学の附属図書館の所蔵資料を中
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23) 野末俊比古氏が中心となって作成された日本語訳は以下のURLを参照のこと｡ (http: //www.ala.org /
ala /mgrps /divs / acrl / standards / InfoLiteracy-Japanese.pdf)
心としたインターネットに及ぶ情報検索のテキストやマニュアルを発行しているし, 東北大
学でも先にあげたテキストを用いて同様のことが行われているが, 京都大学においても, 附
属図書館が全面的に支援し, 全学共通科目 ｢情報探索入門｣ を長きにわたり実施している｡
本学においては, 2010年度から筆者も担当することになったが ｢大学生活入門セミナー｣ が
初年次教育をにない, 図書館オリエンテーション, 書誌データやメタデータの読み方, レフ











How to utilize Momoyama Gakuin University’s library and
information resources in order to enlarge instructional
services including remedial and first-year education
Junichi YAMAMOTO
It is the intent of this paper to improve particular part of Momoyama Gakuin University’s edu-
cational services. At first, the Japanese basic legal framework of higher educational system and
its present state is reviewed. Secondly, because various problems occurred in Japanese universi-
ties are directly linked with its elementary and secondary educational systems, the author dis-
cusses the structure of Guidelines for Teaching made by Japanese central government : so-called
“Gakushu-Shidou-Youryou”.
Momoyama Gakain University has to build an appropriate remedial and first-year educational
system, similar to other competitive universities. One desirable solution is to utilize its abundant
library and information resources including its library portal on the Internet, and to improve its
curriculum for the students to acquire wonderful information literacy.
